




Ａ Study Concerning Advocacy and Adult Guardianship System 





































で延べ 149,607件で，発足当初からは約 20倍となった。内，法定後見が 20倍，保佐が 17.6倍，




















平成年 平 15 平 17 平 22 平 27 平 32 平 37 平 42
高齢化率 18.5 20.1 23.1 26.9 29.2 30.5 31.8






































権利条約第 1条（目的），第 2条（定義），第 12条（法律の前にひとしく認められる権利），第
29条（政治的及び公的活動への参加）を中心に成年後見制度との関係を明らかにしたい。
表 2　65才以上高齢者のいる世帯の割合の推移
年 1975 1985 1990 1995 2000 2005 2007
元号 昭 50 昭 60 平 2 平 7 平 12 平 17 平 19
高齢者世帯割合 21.7 25.3 26.9 31.1 34.4 39.4 40.1
単独世帯割合 8.6 12 14.9 17.3 19.7 22 22.5
夫婦のみ世帯 13.1 19.1 21.4 24.2 27.1 29.2 29.8
三世代世帯 54.4 45.9 39.5 33.3 26.5 21.3 18.3
夫婦と未婚の子 6.7 6.4 6.9 7.9 8.8
16.2 17.7
単親と未婚の子 2.9 4.3 4.9 5 5.7
その他の世帯 14.4 12.2 12.4 12.2 12.3 11.3 11.7


































































平成年 4月末 平 12 平 13 平 14 平 15 平 17
支援 291 320 398 505 674
要介護 1～ 5 1,891 2,262 2,631 2,979 3,434
計 2,182 2,582 3,029 3,484 4,108



















【備考】1，単位：千人　　2，認定数は平成 12年から平成 17年で 88.3%増加。
【出典】1，「介護保険事業状況報告」より筆者作成
表 4　成年後見関係事件類型別申立件数の推移
年 平 12 平 13 平 14 平 15 平 16 平 17 平 18 平 19 平 20 計
後見 7,451 9,297 12,746 14,462 14,532 17,910 29,380 21,297 22,532 149,607
保佐 884 1,043 1,521 1,627 1,687 1,968 2,030 2,298 2,539 15,597
補助 621 645 737 805 784 945 859 967 947 7,310
任意後見監督人 51 103 147 192 243 291 360 426 441 2,254
計 9,007 11,088 15,151 17,086 17,246 21,114 32,629 24,988 26,459 174,768
対 12年増加率 100 123 168 190 191 234 362 277 294
後見増加率 100 125 171 194 195 240 394 286 302
保佐増加率 100 118 119 184 191 223 230 260 287
補助増加率 100 104 119 130 126 152 138 156 152
任意後見増加率 100 202 288 376 476 570 706 835 865
【備考】1，増加率は，成年後見制度開始年度の平成 12年を 100とした。増加率（%）を示す。
【出典】1，各年の「成年後見関係事件の概況」，最高裁判所事務総局家庭局より筆者作成。

















































































平 12 平 13 平 14 平 15 平 17
後見申立増加 100 125 171 194 240


























平成 20年件数 8,115 1,894 1,547 2,741 2,803 2,265 2,837 1,639 487 636 24,964
平 20割合（％） 32 7 6 11 11 9 11 8 2 3 100







財産 遺産分割 訴訟手続 介護保険 身上監護 その他 計（%） 事件総数
平成 12年 63.2 11.3 4.7 2.2 16.7 1.9 100 5,108
































（鑑定費用関連は表 8，図 11参照，被後見人の資産状況は表 9，被後見人の年齢は表 14，図
15参照）
最高裁判所事務総局の平成 12年度から平成 20年度までの実績資料によれば，成年後見関
係事件の申し立て件数は平成 12年の 9,007件から平成 20年には，26,459件に達し，開始され
た平成 12年と比較すると約 2.9倍増加している。親族以外の第三者後見人のニーズも高まり，
平成 20年度の場合 6,741人（全体の 27％）に達している。増加率では，成年後見人の職務と
して財産管理以外に身上監護のニーズの高まりを受け，社会福祉士が 1,639名で，平成 15年
























 表 8　鑑定費用別割合の推移 （単位：円）
5万以下 5万～ 10万 10～ 15万 15万～ 20万 20万超 計（%）
平成 12年 25.3 64.5 6.7 2.3 1.2 100









件数 割合（％） 件数 割合（％） 件数 割合（％）
法定ー後見 2,297 165 7 1,631 71 501 22
法定ー保佐 476 44 9 297 62 135 28
法定ー補助 210 10 5 138 66 62 30
小計 2,983 219 7 2,066 69 698 23
任意後見 227 3 1 111 49 113 50
監督人 27 1 4 16 59 10 37
総計 3,237 223 7 2,193 68 821 25





法定後見 55 41 11
法定ー保佐 8 8 4
法定ー補助 2 2 2







5千円～ 1万 2 3
1万～ 1.8万 11 4








291万人から平成 17年には，674万人となり，2.3倍増加している。（表 3，図 5参照）
法定後見申し立てと要介護認定の増加率では，平成 12年から平成 17年までの 5年間で比



























































































対象者 認知症 知的障害 精神障害 その他 合計 内，生保
契約件数 5,488 1,211 1,386 495 8,580 3,058











年月 20～ 30代 40～ 50代 60～ 70代 80代以上 不明 計
2008年 2月 337 748 972 907 19 2,983
　　％ 11 25 33 30 1 100
2009年 2月 416 1,006 1,515 1,422 11 4,370
　　％ 10 23 34 33 0 100
【出典】1，東京都社会福祉士会権利擁護部会「ぱあとなあ 受任状況」，2009年 2月。
図 15　法定後見における被後見人の年齢分布の経年比較




































年月 認知症 知的障害 精神障害 重複 その他 計
2008年 2月 1,284 1,020 485 69 125 2,983
% 43 34 16 2 4 100
2009年 2月 2,052 1,364 660 118 176 4,370





















年月 認知症 知的障害 精神障害 重複 その他 計
法定後見 2,052 1,364 660 118 176 4,370
法定後見    （%） 47 31 15 3 4 100
自立支援事業 5,488 1,211 1,386 495 8,580
自立支援事業（%） 64 14 16 6 100
【備考】1， 法定後見は 2009年 2月現在の東京都社会福祉士会ぱあとなあ活動状況報告
書の実績。日常生活自立支援事業は，2007年度の全国の状況。
【出典】1，東京都社会福祉士会権利擁護部会「ぱあとなあ 受任状況」，2009年 2月。
　　　  2，厚生労働省　2008，資料編 202．
図 17　法定後見と日常生活自立支援事業の契約者の意思能力状況の比較
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現在約 2割を占める身上監護後業務内容注 8）は多岐にわたり，約 2割を占める在宅の独居の
方の場合は，日常生活上の部屋のゴミだし等の日常生活上の問題がある。身上監護の報酬につ
いては裁判所でも算定がむつかしく今後の課題となっている。昨年度の日本成年後見法学会の






被後見人の居所をみると，在宅が約 3割，病院が 2割，施設が 5割となっている。在宅での
生活が困難な様子が伺われる。（表 17，図 18参照）
表 17　法定後見の被後見人の居所の状況
年　月 在宅 病院 施設 その他・不明 計
2009年 2月 1,254 889 2,154 73 4,370
% 29 20 49 2 100
2008年 2月 839 591 1,484 69 2,983




























































































































 2006年 12月 13日，国連で採択。2009年 5月時点で，139ケ国が条約に署名し，57ケ国が批准している。







 4 権利条約第 12条
 （法律の前に等しく認められる権利）
 第 1項　 ｢ 締約国は，障害者がすべての場所において法律の前に人として認められる権利を有するこ
とを再確認する ｣
 第 2項　 「締約国は，障害者が生活のあらゆる側面において他の者と平等に法的能力を享有すること
を認める」（,川島聡・長瀬修仮訳，2008年 5月 30日付）









とし，「合理的配慮義務」（Reasonable accommodation）を定義している。    












務等を負うものとされている。（民法 858条）保佐人についても，民法第 876条の 5第 1項，













 その後，大阪市で，平成 18年 10月に市民後見人研修を実施し，現在，後見人候補者名簿登録者数は
44人（第 1回分）で受任者 1人が活動中である。
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